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令和９年度 国の施策及び予算に関する提言について 

中核市は、「できる限り住民の身近なところで行政を行う」という地方自治の理

念のもと、地域の拠点都市として近隣の市町村と連携し、経済成長のけん引や都

市機能の集積・強化等を図ることにより、「活力のある地域・暮らしやすい社会」

の実現を目指し、人口減少・少子高齢化をはじめとした地域の諸問題の解決に積

極的に取り組んでいる。 

我が国の経済においては、長引く物価高や円安の進行に加え、中東地域におけ

るイランを巡る情勢の緊迫化に伴い、エネルギー価格の高騰にとどまらず、石油

製品の供給不足が懸念されるなど、先行きの不確実性が一層高まっている。こう

したなか、国内の景気は賃上げや国内投資の促進により緩やかな回復が期待され

ているものの、物価上昇に実質賃金の伸びが追い付かず、市民生活や事業者活動

に深刻な影響を与えており、その対策は喫緊の課題となっている。 

また、地震や大雨・大雪、老朽建築物や空き家が密集する地域での大規模火災

などの災害が全国各地で頻発し、市民生活を安全に維持することの重要性が再認

識されている。 

さらに、高度経済成長期に集中的に整備が進められたインフラ設備や公共施設

の老朽化に伴う更新など費用負担の増加が全国的に見込まれるなど、地域の課題

は多岐にわたっている。 

中核市においては、国とともにこうした状況に対処しつつ、持続可能な社会を

構築するため、子育て環境や教育環境の充実、ＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）、脱炭素社会の実現に向けた取組などを着実に進めていく必要があるが、

これらの行政需要に対し、税財源は十分とはいえず、財政運営は極めて厳しい状

況にある。 

よって、中核市がその機能や役割を十分に果たしていくためには、実態に見

合った機能と税財源のより一層の充実・強化を図る必要があることから、令和９

年度国の施策及び予算についての提言をまとめた。 

政府並びに関係機関においては、この趣旨を踏まえ、適切な措置を講ずるよう

求める。 

令和８年５月２０日 

中 核 市 市 長 会
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こども・子育て関連分野（個別行政分野提言） 

９．放課後児童クラブに係る財政支援の充実について 

◆詳細説明

近年、社会状況の変化などにより放課後児童クラブの登録児童数が年々増加し、

その果たす役割がますます重要になってきている。 

①放課後児童クラブの利用料について

放課後児童クラブを利用する児童のうち、低所得者世帯などの経済的負担を軽

減するため利用料の減免など各種施策を行っているが、各自治体の財政状況に左

右されることなく、国の施策として全国一律の制度として創設すること。 

②放課後児童クラブの施設整備について

放課後児童クラブを学校施設に整備するに当たり、転用可能な教室が限られて

おり、既存教室を移転して整備する必要があるが、その移設先を整備する費用は

補助対象外となっている。そのため、放課後児童クラブとして使用する教室の代替

教室の整備についても国による支援を行うことで学校施設の活用促進が図られる

と考える。 

併せて、改築取得において、仮設施設整備工事費は補助の対象となっているも

放課後児童健全育成事業に係る財政支援について、次のとおり要望する。 

①放課後児童クラブの利用料について、低所得者世帯やひとり親家庭世帯に

対する減免を行った場合に、その減免した額に対する補助制度を創設する

こと。

②学校施設への放課後児童クラブ整備に伴い生じる既存教室の移設費用につ

いても補助対象とすること。併せて「放課後児童クラブ支援事業」における

賃借料補助については、補助対象が平成２７年度以降に新たに実施する場

合等と限定されているため、補助制度の見直しを行うこと。また子ども・子

育て支援施設整備交付金における創設整備補助基準額を増額すること。

③放課後児童クラブにおける人材確保並びに育成支援の質の維持及び向上を

図るため、放課後児童支援員等処遇改善等事業、放課後児童支援員キャリア

アップ処遇改善事業及び放課後児童支援員等処遇改善事業（月額９,０００円

相当賃金改善）の恒久化並びに補助要件等の見直しを行うこと。併せて、放

課後児童健全育成事業の運営等に対する補助基準額を増額すること。ま

た、保育対策総合支援事業費補助金における保育士宿舎借り上げ支援事業

の対象施設に放課後児童クラブを追加すること。 

④子ども・子育て支援施設整備交付金における大規模修繕について、協議の

ために３社の見積りを求められているが、公的機関による見積りを提出す

る場合に限り、その見積りのみの提出で足りるよう要件を緩和すること。
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教育関連分野（個別行政分野提言）

ている。保有面積の控除において、過去に補助対象外のため地方公共団体の財政

負担によって整備を実施した面積を控除対象から除外するよう、制度の見直しを

図ること。 

また、既存施設を活用した小中学校の統合において、施設併設型小中一貫校に

ついては、小学校及び中学校それぞれの補助対象面積に基づき補助金が算定さ

れるが、義務教育学校については、既存施設の保有面積が控除されるため、同じ

施設整備を行うにもかかわらず、運用形態が義務教育学校であるという理由だけ

で補助金に差が生じている。義務教育学校の整備促進を図るため、既存施設を活

用した義務教育学校整備における補助金算定について、見直しを図ること。 
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